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ひたちなか市条例第  号 

 

 

督促手数料の廃止に伴う関係条例の整備に関する条例 

 

 

（ひたちなか市市税条例の一部改正） 

第１条 ひたちなか市市税条例（平成６年条例第３９号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２号中「督促手数料，延滞金」を「延滞金」に改める。 

第２１条及び第２２条を次のように改める。 

第２１条及び第２２条 削除 

（ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例の一部改

正） 

第２条 ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例（平

成６年条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

ひたちなか市市税外収入の督促及び延滞金徴収等に関する条例 

第１条中「督促手数料」を「督促」に改める。 

第３条を削る。 

第４条中「第２条第１項」を「前条第１項」に改め，「及び督促手数料」を削り，

同条を第３条とし，第５条を第４条とし，第６条から第８条までを１条ずつ繰り

上げる。 

付則第４項中「第４条」を「第３条」に改める。 

（ひたちなか市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第３条 ひたちなか市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年条例第１２号）の

一部を次のように改正する。 

第５条を削り，第６条を第５条とし，第７条を第６条とする。 

第８条の前の見出しを削り，同条を第７条とし，同条の前に見出しとして「（過

料）」を付し，第９条を第８条とし，第１０条を第９条とする。 

付則第２項中「第６条第１項」を「第５条第１項」に改める。 

（ひたちなか市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の一部改正）  

第４条 ひたちなか市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例（平成６年条

例第８７号）の一部を次のように改正する。 

第６条の見出し中「督促手数料」を「督促」に改め，同条中「督促手数料」を

「督促」に，「ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条
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例」を「ひたちなか市市税外収入の督促及び延滞金徴収等に関する条例」に改め

る。 

（ひたちなか市農業集落排水処理施設設置及び管理条例の一部改正） 

第５条 ひたちなか市農業集落排水処理施設設置及び管理条例（平成６年条例第８

８号）の一部を次のように改正する。 

第１９条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条中「ひたちなか市市税外

収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例」を「ひたちなか市市税外収入

の督促及び延滞金徴収等に関する条例」に改め，「督促手数料及び」を削る。 

（水戸・勝田都市計画事業阿字ヶ浦土地区画整理事業施行規程を定める条例の一

部改正） 

第６条 水戸・勝田都市計画事業阿字ヶ浦土地区画整理事業施行規程を定める条例

（平成６年条例第１０２号）の一部を次のように改正する。 

第３１条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業東部第１土地区画整理事業施行規程を定める条例の一

部改正） 

第７条 水戸・勝田都市計画事業東部第１土地区画整理事業施行規程を定める条例

（平成６年条例第１０４号）の一部を次のように改正する。 

第２６条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画勝田土地区画整理事業施行規程を定める条例の一部改正）  

第８条 水戸・勝田都市計画勝田土地区画整理事業施行規程を定める条例（平成６

年条例第１０５号）の一部を次のように改正する。 

第２６条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業武田土地区画整理事業施行規程を定める条例の一部改

正） 

第９条 水戸・勝田都市計画事業武田土地区画整理事業施行規程を定める条例（平

成６年条例第１０７号）の一部を次のように改正する。 

第２５条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業東部第２土地区画整理事業施行規程を定める条例の一

部改正） 

第１０条 水戸・勝田都市計画事業東部第２土地区画整理事業施行規程を定める条

例（平成６年条例第１０８号）の一部を次のように改正する。 

第２６条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２
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項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業佐和駅東土地区画整理事業施行規程を定める条例の一

部改正） 

第１１条 水戸・勝田都市計画事業佐和駅東土地区画整理事業施行規程を定める条

例（平成１１年条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第２８条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業船窪土地区画整理事業施行規程を定める条例の一部改

正） 

第１２条 水戸・勝田都市計画事業船窪土地区画整理事業施行規程を定める条例（平

成２１年条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第２９条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項を削り，同条第２

項を同条とする。 

（水戸・勝田都市計画事業六ッ野土地区画整理事業施行規程を定める条例の一部

改正） 

第１３条 水戸・勝田都市計画事業六ッ野土地区画整理事業施行規程を定める条例

（平成２９年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第２７条の見出し中「督促手数料及び」を削り，同条第１項中「土地区画整理

法施行規則（昭和３０年建設省令第５号）第１７条の規定による額の督促手数料

及び」を削る。 

 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，令和６年４月２日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に納期限の到来した歳入に関し発した督促状に係る督促

手数料については，その督促状を発した日にかかわらず，なお従前の例による。 
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ひたちなか市市税条例新旧対照表（第１条関係） 

旧 新 備考 

（用語） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定め

るところによる。 

（１） 略 

（２） 徴収金 市税並びにその督促手数料，延滞金，過少申告加算金，不

申告加算金，重加算金及び滞納処分費をいう。 

（３）・（４） 略 

 

（督促手数料） 

第２１条 徴税吏員は，督促状を発した場合においては，督促状１通につい

て，１００円の督促手数料を徴収しなければならない。ただし，やむを得な

い理由があると認める場合においては，これを徴収しない。 

 

第２２条 削除 

 

 

（用語） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定め

るところによる。 

（１） 略 

（２） 徴収金 市税並びにその延滞金，過少申告加算金，不申告加算金，

重加算金及び滞納処分費をいう。 

（３）・（４） 略 

 

 

第２１条及び第２２条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

参考資料 
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ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例新旧対照表（第２条関係）            Ｎｏ．１ 

旧 新 備考 

ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する

条例 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２３１条の３第２項の規定に基づき，分担金，使用料，加入金，手

数料及び過料その他市税外収入（以下「市税外収入金」という。）に係る督

促手数料及び延滞金の徴収に関し，法令及び他の条例に定めるもののほか，

必要な事項を定めるものとする。 

 

（督促手数料） 

第３条 前条第１項の規定により，督促状を発した場合においては，督促状１

通について１００円の督促手数料を徴収する。ただし，市長においてやむを

得ない理由があると認めたときは，この限りでない。 

 

（延滞金） 

第４条 第２条第１項の規定により督促状を発した場合においては，納期限の

翌日から納付の日までの期間の日数に応じ，当該市税外収入金額（その額に

１，０００円未満の端数があるとき，又はその全額が２，０００円未満であ

るときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年１４．６パーセ

ント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については年７．

３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を当該市税外

収入金及び督促手数料と同時に徴収する。ただし，延滞金額に１００円未満

の端数があるとき，又はその全額が１，０００円未満であるときは，その端

数金額又はその全額を切り捨てる。 

 

（年当たりの割合の基礎となる日数） 

第５条 略 

 

（延滞金の減免） 

ひたちなか市市税外収入の督促及び延滞金徴収等に関する条例 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」とい

う。）第２３１条の３第２項の規定に基づき，分担金，使用料，加入金，手

数料及び過料その他市税外収入（以下「市税外収入金」という。）に係る督

促及び延滞金の徴収に関し，法令及び他の条例に定めるもののほか，必要な

事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

（延滞金） 

第３条 前条第１項の規定により督促状を発した場合においては，納期限の翌

日から納付の日までの期間の日数に応じ，当該市税外収入金額（その額に

１，０００円未満の端数があるとき，又はその全額が２，０００円未満であ

るときは，その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年１４．６パーセ

ント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については年７．

３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を当該市税外

収入金と同時に徴収する。ただし，延滞金額に１００円未満の端数があると

き，又はその全額が１，０００円未満であるときは，その端数金額又はその

全額を切り捨てる。 

 

（年当たりの割合の基礎となる日数） 

第４条 略 

 

（延滞金の減免） 
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Ｎｏ．２  

旧 新 備考 

第６条 略 

 

（公示送達） 

第７条 略 

 

（委任） 

第８条 略 

 

 

付 則 

（延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間，第４条に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は，同条の規定にかかわらず，各年の延滞金特例基

準割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項に規定

する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同

じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中において

は，年１４．６パーセントの割合にあっては当該年における延滞金特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，

年７．３パーセントの割合）とする。 

第５条 略 

 

（公示送達） 

第６条 略 

 

（委任） 

第７条 略 

 

 

付 則 

（延滞金の割合の特例） 

４ 当分の間，第３条に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は，同条の規定にかかわらず，各年の延滞金特例基

準割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項に規定

する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同

じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中において

は，年１４．６パーセントの割合にあっては当該年における延滞金特例基準

割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセント

の割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合には，

年７．３パーセントの割合）とする。 
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ひたちなか市後期高齢者医療に関する条例新旧対照表（第３条関係） 

旧 新 備考 

（保険料の督促手数料） 

第５条 保険料の督促手数料は，督促状１通について，１００円とする。 

 

（延滞金） 

第６条 略 

 

（委任） 

第７条 略 

 

（過料） 

第８条～第１０条 略 

 

 

付 則 

（延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間，第６条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞金

特例基準割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中にお

いては，年１４．６パーセントの割合にあっては当該年における延滞金特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合に

は，年７．３パーセントの割合）とする。 

 

 

 

（延滞金） 

第５条 略 

 

（委任） 

第６条 略 

 

（過料） 

第７条～第９条 略 

 

 

付 則 

（延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間，第５条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割合

及び年７．３パーセントの割合は，同項の規定にかかわらず，各年の延滞金

特例基準割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項

に規定する平均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中にお

いては，年１４．６パーセントの割合にあっては当該年における延滞金特例

基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合とし，年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加

算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割合を超える場合に

は，年７．３パーセントの割合）とする。 
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ひたちなか市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例新旧対照表（第４条関係）  

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金） 

第６条 督促手数料及び延滞金の徴収に関しては，ひたちなか市市税外収入の

督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例（平成６年条例第４７号）を適用

する。 

 

（督促及び延滞金） 

第６条 督促及び延滞金の徴収に関しては，ひたちなか市市税外収入の督促及

び延滞金徴収等に関する条例（平成６年条例第４７号）を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

-9-



ひたちなか市農業集落排水処理施設設置及び管理条例新旧対照表（第５条関係） 

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金の徴収） 

第１９条 市長は，使用者が使用料を規則で定める期限までに納入しない場合

は，ひたちなか市市税外収入の督促手数料及び延滞金徴収等に関する条例

（平成６年条例第４７号）の規定により督促手数料及び延滞金を徴収するも

のとする。 

（延滞金の徴収） 

第１９条 市長は，使用者が使用料を規則で定める期限までに納入しない場合

は，ひたちなか市市税外収入の督促及び延滞金徴収等に関する条例（平成６

年条例第４７号）の規定により延滞金を徴収するものとする。 
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水戸・勝田都市計画事業阿字ヶ浦土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第６条関係） 

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金） 

第３１条 市長は，法第１１０条第４項に規定する国土交通省令で定める清算

金の督促手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

に係る清算の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）

に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。た

だし，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき，又はその全額が１０円未

満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものとする。 

（延滞金） 

第３１条 

 

市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

に係る清算の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）

に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。た

だし，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき，又はその全額が１０円未

満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものとする。 
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水戸・勝田都市計画事業東部第１土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第７条関係） 

旧 新 備考 

（清算金の督促手数料及び延滞金） 

第２６条 市長は，法第１１０条第４項に規定する国土交通省令で定める督促

手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未満であるとき

は，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 

（清算金の延滞金） 

第２６条  

 

市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未満であるとき

は，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 
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水戸・勝田都市計画勝田土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第８条関係） 

旧 新 備考 

（清算金の督促手数料及び延滞金） 

第２６条 市長は，法第１１０条第４項に規定する国土交通省令で定める督促

手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき、又はその金額が１０円未満であるとき

は、その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 

（清算金の延滞金） 

第２６条  

 

市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき、又はその金額が１０円未満であるとき

は、その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 
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水戸・勝田都市計画事業武田土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第９条関係） 

旧 新 備考 

（清算金の督促手数料及び延滞金） 

第２５条 市長は，法第１１０条第４項に規定する国土交通省令で定める督促

手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未満であるとき

は，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 

（清算金の延滞金） 

第２５条  

 

市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，年１０．

７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。ただし，延滞金

の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未満であるとき

は，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 
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水戸・勝田都市計画事業東部第２土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第１０条関係） 

旧 新 備考 

（清算金の督促手数料及び延滞金） 

第２６条 市長は，法第１１０条第４項に規定する国土交通省令で定める督促

手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数が生じたときは，１００円未満は切り捨てる。）

に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。た

だし，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未

満であるときは，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 

（清算金の延滞金） 

第２６条  

 

市長は，督促状による納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督促

額（１００円未満の端数が生じたときは，１００円未満は切り捨てる。）

に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収する。た

だし，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき，又はその金額が１０円未

満であるときは，その端数の金額又はその金額は徴収しないものとする。 
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水戸・勝田都市計画事業佐和駅東土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第１１条関係） 

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金） 

第２８条 市長は，土地区画整理法施行規則（昭和３０年建設省令第５号）第

１７条の規定による清算金の督促手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督

促に係る清算金の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨て

る。）に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収す

る。ただし，延滞金の額に１０円未満の端数があるときは，又はその全額が

１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものと

する。 

（延滞金） 

第２８条  

 

市長は，督促状による納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督

促に係る清算金の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨て

る。）に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収す

る。ただし，延滞金の額に１０円未満の端数があるときは，又はその全額が

１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものと

する。 
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水戸・勝田都市計画事業船窪土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第１２条関係） 

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金） 

第２９条 市長は，土地区画整理法施行規則（昭和３０年建設省令第５号）第

１７条の規定による清算金の督促手数料を徴収する。 

２ 市長は，督促状による納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督

促に係る清算金の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨て

る。）に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収す

る。ただし，延滞金の額に１０円未満の端数があるときは，又はその全額が

１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものと

する。 

（延滞金） 

第２９条 

 

市長は，督促状による納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，督

促に係る清算金の額（１００円未満の端数があるときは，これを切り捨て

る。）に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した延滞金を徴収す

る。ただし，延滞金の額に１０円未満の端数があるときは，又はその全額が

１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額は徴収しないものと

する。 
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水戸・勝田都市計画事業六ッ野土地区画整理事業施行規程を定める条例新旧対照表（第１３条関係） 

旧 新 備考 

（督促手数料及び延滞金） 

第２７条 市長は，法第１１０条第３項の規定による督促をした場合において

は，土地区画整理法施行規則（昭和３０年建設省令第５号）第１７条の規定

による額の督促手数料及び督促状によって指定した納付期限の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ，当該督促に係る清算金の額（その額に１００

円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）に，年１０．７５パーセ

ントの割合を乗じて計算した額の延滞金を徴収する。 

２ 前項の場合において，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき又はその

全額が１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額を切り捨て

る。 

（延滞金） 

第２７条 市長は，法第１１０条第３項の規定による督促をした場合において

は，督促状によって指定した納付期限の翌日から納付の日までの期間の日数

に応じ，当該督促に係る清算金の額（その額に１００円未満の端数があると

きは，これを切り捨てた額）に，年１０．７５パーセントの割合を乗じて計

算した額の延滞金を徴収する。 

 

２ 前項の場合において，延滞金の額に１０円未満の端数があるとき又はその

全額が１０円未満であるときは，その端数の金額又はその全額を切り捨て

る。 
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